
令和元年度（ 年度）

一般社団法人日本マーケティング・リサーチ協会

第 回定時総会資料

日時：令和元年 月 日（火） ： ～

場所：ベルサール渋谷ファースト  



目次

１．（報告事項）平成３０年度（２０１８年度）事業報告書

・・・・・・・・・

２．（第一号議案）平成３０年度（２０１８年度）収支決算報告書

（財務諸表等） ・・・・・・・・・

３．令和元年度（２０１９年度）事業計画書・・・・・・・・・

４．令和元年度（２０１９年度）収支予算書・・・・・・・・・

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 1

25

37

61



-　1　-

 
 

（報告事項） 
 
 
 
 

平成３０年度（２０１８年度）

事 業 報 告 書

 
 
 
 

自 平成３０年４月 １日

至 平成３１年３月３１日

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

一般社団法人 日本マーケティング・リサーチ協会

 

 



-　2　- -　3　-

 
 

平成３０年度（２０１８年度） 事業報告書

目次

 ２０１８年度の総括

 各委員会の活動報告

１．コンプライアンス委員会

２．ＩＳＯ／ＴＣ 国内委員会 兼

マーケティング・リサーチ規格認証協議会

３．公的統計基盤整備委員会

４．ビッグデータ分析研究会

５．カンファレンス委員会

６．インターネット調査品質委員会

７．広報・宣伝委員会 ウェブ・メルマガ分科会

８．広報・宣伝委員会 トピックスセミナー分科会

９．情報共有基盤整備委員会

１０．ＨＲマネジメント委員会 人材分科会

１１．ＨＲマネジメント委員会 働き方改革分科会

１２．ＨＲマネジメント委員会 教育分科会

１３．ＨＲマネジメント委員会 定性カリキュラム小委員会

１４．西日本コラボレーション研究会

１５．ＣＬＴ対策協議会

１６．プライバシーマーク審査会

 事務局の活動報告

１．協会の会務

２．他団体との活動

３．事務局活動

 
 

 
 

年度の基本方針は、 年度に引き続き、

「最もセクシーな業界を目指す」を掲げ、以下の重点課題に取り組んだ。 
 

年度重点課題： 
１． ＪＭＲＡ会員であることは、個人情報を守り、より良い社会の実現に資することを、

社会へ約束する証である。このことを広く知らしめる。

２． 会員社同士の受発注システム構築・シェアリングエコノミーの推進によりビジネス

チャンスの最大化を目指す。

３． 新卒採用フォーラム開催など、業界の認知度向上と活性化を図る。

４． セミナー・カンファレンスを通して最新の手法の生かし方を習得。新しい時代をリ

ードする業界を目指す。 
 
総括： 
１  コンプライアンス委員会よりＪＩＳＱ ： 準拠「マーケティング・リサーチ産

業個人情報保護ガイドライン」の改定版を発行、説明会を実施し、日経ＭＪ広告特集

等を通じ、当業界が取り組む個人情報保護の状況説明と、一般消費者へマーケティン

グ・リサーチへの理解協力を求めた。また、ＥＵ一般データ保護規則（ＧＤＰＲ）対

応については、随時、ＥＳＯＭＡＲの動向等を確認しながら会員社への情報発信を行

っている。

２  業界関係者だけでなく学生や会員社以外のサイト訪問者にも適切な情報を提供できる

ようＪＭＲＡサイトでの加盟各社の情報を更新・整備した。また、採用協賛プランを

ローンチし会員社の人材募集ページへの誘導路を設けた。人材情報だけでなく、各社

の施設利用情報の交換方法等についても検討を開始した。メールマガジンは月 回の

発行を維持し、登録会員 、サイト に達した。

３  年度のカンファレンスは、「これからの人材獲得・確保に向けた業界アピール」を

主眼に学生や若手リサーチャー向けのコンテンツを企画した。 を超える大学への案

内状の送付等を行った結果、約 名の学生の参加を得た。ＨＲマネジメント人材分

科会では業界内に人材を呼び込むために会員社が共同利用できるツール作成に着手し

た。

Ⅰ． 年度の総括
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４) ビッグデータ分析研究会を立ち上げ、市場調査会社が取り組んでいるビッグデータや

ＡＩ技術の現状把握を行い、取り組むべき技術の選出、人材の育成方法の検討を行っ

た。トピックスセミナー分科会においてもマーケティング・リサーチ・テクノロジー

展を開催し、ビジネス視野および業容の拡大を目的とした業界外の企業とのコラボレ

ーションを図った。 

 
 

１  委員会の目的

① ＩＳＯ、ＪＩＳ規格の改定に準拠した業界ガイドラインの作成を図る。

② ＥＵ一般データ保護規則（ＧＤＰＲ）対応について会員社への情報発信を図る。

２  活動概要

① ＩＳＯ の改定作業（ 年 月発行）

② ＩＳＯ （デジタル分析 Ｗｅｂ解析）および新ＩＳＯ の認証スキーム整

備

③ ＩＳＯ 第三者認証制度の取得推進（ＩＳＯ認証取得支援センター立上げ）

④ ＴＣ 、ＷＧ 等の国際会議への委員派遣（各国の認証取得状況や各種成功事例

などを情報収集）

３  活動内容

① 「ＪＭＲＡ個人情報保護ガイドライン」改定版の発行（ 年 ～ 月）

② 「新マーケティング・リサーチ綱領解説」の更新

③ ＥＵ一般データ保護規則（ＧＤＰＲ）への対応資材の作成と告知

④ コンプライアンスセミナーの開催（個人情報保護法改正 新ＪＩＳＱ等）

⑤ 無料法律相談（毎月）、正会員入会審査

４  活動の成果

① 「ＪＭＲＡ個人情報保護ガイドライン」販売ならびにセミナーの開催で改定事項の

理解が進んだ。

② ＧＤＰＲ対応についてはＥＳＯＭＡＲ動向を確認のうえ、適宜情報発信を行う。

Ⅱ．各委員会の活動報告

１． コンプライアンス委員会 
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１  委員会の目的

① 日本を代表し、「市場・世論・社会調査及びインサイト・データ分析」の品質管理

に関する国際規格を所管するＩＳＯ／ＴＣ の活動に参画する。

② リサーチユーザー、調査会社、審査機関、所管官庁とともに、ＩＳＯ の認証

スキームオーナーとして同規格の普及促進に努める。

③ ＥＵのＧＤＰＲなど国際的な各種規制に関する情報収集と整理を行い、関連する委

員会に対策等を提言する。

２  活動概要

① ＩＳＯ の改定（第 版）に向けた国際会議に参画し、日本の意見を反映させ

る。

② ＩＳＯ の認証取得促進を図るため、ＩＳＯ認証支援センターを発足させる。

③ 年 月に施行されたＧＤＰＲに関する情報収集を行い、ＪＭＲＡ会員社向け

にセミナー等を通じた情報発信と注意喚起を行う。

３  活動内容

① ＩＳＯ 改定（第 版）を議論するＷＧ （ベルリン）に委員 名を派遣

② ＷＧ との日常的なメール連絡や電話会議への参加

③ 協会の新付属機関としてＩＳＯ 認証支援センターを設置

④ ＩＳＯ 普及やＧＤＰＲ理解のためのセミナー・勉強会の実施、講師派遣

⑤ ＩＳＯ 普及促進のため、日本規格協会（ＪＳＡ）のＪＩＳ化事業に応募

４  活動の成果

① 予定よりは遅延したものの、ＩＳＯ 第 版が 年 月に発行された。

② 同じく 月に認証協議会（本会議）を開催し、新認証スキームを承認

③ 総会決議を経て、 月にＩＳＯ認証支援センターが発足

④ ＪＭＲＡの各種イベント・セミナー類を通じて、ＩＳＯ の認証取得をアピー

ル

⑤ 月にＪＩＳ原案作成委員会が発足、ＩＳＯ のＪＩＳ化に向けた取り組みを

開始

⑥ 認証取得社「 ケタ化」に王手（来年度早期に 社目が認証される見込み）

２． ＩＳＯ／ＴＣ225国内委員会 兼  

マーケティング・リサーチ規格認証協議会 

 
 

１  委員会の目的

① 府省等が所管する公的統計における民間活用の実態を明らかにし、受け皿となる民

間調査会社の基盤と従業者の能力向上に資する活動を行う。

② 府省等が所管する公的統計の民間活用に関する民間調査会社の要求を明らかにし、

その要求を府省等へ積極的に発信する。

③ これらの活動を通して府省等と民間調査会社の相互理解と共通認識を進展させ、公

的統計における民間活用の拡大に寄与する。

２  組織体制

① 全体会議

全体会議は 年 月 日（金）に第１回の会議を開催し、以降 年 月ま

でに計 回の会議を開催した。全体会議では、以下の議題に沿って各活動の報告

を行った。

 各府省とのコンタクトおよび表敬訪問の実施状況

 統計委員会、府省民間委託の動向

 基調講演会の企画・開催の状況

 各小委員会の活動報告

 関連団体、学会等の動向

② 幹事会

幹事会は 年 月 日（金）に第 回の会議を開催し、以降 年 月まで

に計 回の会議を開催した。幹事会では、以下の議題に沿って各活動の報告と課

題の検討を行った。

 各府省とのコンタクトおよび表敬訪問の結果報告と検討事項

 統計委員会、府省民間委託の動向と検討事項

 基調講演会の企画・開催の進捗報告と検討事項

 各小委員会の活動報告と検討事項

３． 公的統計基盤整備委員会 
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③ 小委員会

小委員会は、「市場動向分析」、「ガイドライン推進」の つのテーマで活動を行っ

た。

 市場動向分析小委員会

ＪＭＲＡ会員社に向けた「調査インフラ等に関する実態調査」の企画・実施お

よび民間調査機関を活用した統計調査の一覧作成（ 年度版）を行った。

 ガイドライン推進小委員会

府省等の公的統計調査から事例を選択し、「統計調査における民間事業者の活用

に係るガイドライン」改正後の仕様書等のチェックを行った。

３  活動の結果

① 関係各府省統計主管部署への表敬訪問

② 講演会の企画・開催（年 回）

③ 府省主催の意見交換会・統計制度改正に関するパブリックコメントへの対応

④ 総務省統計委員会・官民競争入札等監理委員会等の傍聴

⑤ 「調査インフラ等に関する実態調査」等の企画・実施

⑥ 民間調査機関を活用した統計調査の一覧作成（ 年度版）

⑦ 「統計調査における民間事業者の活用に係るガイドライン」改正後の仕様書等のチ

ェック

⑧ 「公的統計市場に関する年次レポート 」（報告書）の作成

 
 

１  委員会の目的

① マーケティング・リサーチ事業でのビッグデータ・ＡＩ技術の取り込み促進

② ビッグデータ・ＡＩ技術などの新技術に対応した人材育成

③ マーケティング・リサーチ会社の経営層に向けた新技術の啓発

２  活動概要

① 委員各社からのビッグデータ＆ＡＩ技術関連の情報収集と討議

② セミナー実施の計画と推進

③ 次世代リサーチャー育成プログラムの検討

３  活動内容

① 市場調査会社が、取り組んでいるビッグデータ・ＡＩ技術の現状把握

② 市場調査会社が、活用できるビッグデータ・ＡＩ技術の抽出

③ セミナーにて、伝えるコンテンツの検討

④ 今後、実施するビッグデータ・ＡＩ技術研修の内容の検討

４  活動の成果

① セミナー「先端技術に市場調査会社はどう挑むか？」の実施

② セミナーで、ビッグデータ・ＡＩ技術に対するニーズの把握

③ 調査会社で取り組むべきビッグデータ・ＡＩ技術の選出

４． ビッグデータ分析研究会 
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１  活動内容

ＪＭＲＡ Ａｎｎｕａｌ Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ の開催

① 日程 年 月 日（木）

② 会場 ベルサール新宿グランド Ｈａｌｌ（Ａ・Ｂ）西新宿

③ テーマ ＷＩＴＨ ＵＳ ともに創る明日

④ 方針 「これからの人材獲得・確保へ向けた業界アピールの場」

⑤ 参加者数 リサーチ業界関係者： 名／メーカー： 名／学生： 名

⑥ コンテンツ

 基調講演：「生活者の心を掴むメンタリズム」

メンタリスト ＤａｉＧｏ 氏

 特別講演：「リサーチ会社がリーダーシップをとるって何？」

Ｏｆｆｉｃｅ ＷａＤａ 代表 和田 浩子 氏（元Ｐ＆Ｇ）

 学生向け：「ワクワクするマーケティング・リサーチの魅力」

立教大学 佐々木教授、花王、ＱＵＡＮＴＵＭ、インテージ、マクロミル、

リサーチ・アンド・ディベロプメント 他

５． カンファレンス委員会 

 
 

１  委員会の目的

① 回答負荷を軽減するための調査分割法の導入可能性を探る。

② インターネット調査品質向上のための啓蒙活動

③ 品質の向上のために、モニター品質の向上に向けた取り組みを行う。

２  活動概要

① 海外で報告されている調査分割法の日本国内への適用可能性を探る。

② インターネット調査に非協力的な理由を明らかにして、課題を抽出する。

③ 調査品質委員会の中に「モニター品質管理分科会」を設置し、モニター担当者が情

報交換を行える環境を整えた。

３  活動内容

① 調査分割法として、質問数を分割するパターンと、選択肢を分割するパターンの分

割法の検証調査を実施した。

② 委員会での研究成果を日本行動計量学会大会、日本マーケティング学会で発表した。

③ モニターがなかなか定着しない理由を明らかにするために、ネットリサーチモニタ

ーではない人に対してグループインタビューを実施した。

④ モニター担当者間で日常業務の課題の共有、災害時のモニターへの対応などを確認

しあえる緊急連絡網を構築した。

４  活動の成果

① 調査分割法により、一人あたりの選択肢を減らすことが調査品質向上につながるこ

とが明らかとなった。

② 委員会での研究成果を日本行動計量学会大会、日本マーケティング学会で発表した。

③ グループインタビューで指摘されたインターネット調査の問題点をとりまとめた。

（ 年 月のアニュアル・カンファレンスにて発表予定）

④ ＪＭＲＡ加盟社として、災害発生時にある程度の足並みを揃えられるようになった。

６． インターネット調査品質委員会 
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１  委員会の目的

① 情報発信を軸とした業界の認知向上

② インターネットを通じた情報の共有化

③ メルマガ対象を正会員＞リサーチユーザー＞学生へと拡大

２  活動概要

① 今日迎えているＩＴ時代への対応をメルマガにて周知

② 会員社同士の情報共有の必要性

③ 学生に業界について興味を持ってもらうためのコンテンツを企画

３  活動内容

① Ｗｅｂを中心としたＪＭＲＡ活動の情報発信

② 上記を周知させるためのメールマガジン類の発行

③ 学生向けコンテンツ（各社リサーチャーコンテンツ）の拡充

４  活動の成果

① トップページリニューアルによる閲覧動線の最適化

② メールマガジンのＨＴＭＬ化と発行（通番 回・ ～ 月まで毎月 回、号外 回）

③ メルマガ会員増加（ → ）

④ サイトとの連動企画によるＰＶ増（ → ）

⑤ 開封率は ～ で推移

７． 広報・宣伝委員会 ウェブ・メルマガ分科会 

 
 

１  委員会の目的

① 生活者をもっとも理解した代弁者になる。

② クライアントのビジネス的成功をドライブする存在になる。

③ 様々な企業やビッグデータホルダとイノベーションを起こす。

④ 多彩な専門性を持つ異才の集まりになる。

２  活動概要

① 専門家のレクチャー＋ワールドカフェの開催

② マーケティング施策の成功事例＋クライアントの商品開発を共有するセミナーの

開催

③ デジタルマーケティングに関する発信

④ 新手法の発信

３  活動内容・成果

① 『データ』から『ストーリー』を『見つけ出す』＆『伝える』（レイ・ポインター

氏のワークショップ）を開催

参加者数 名となりアンケートも 割以上の満足を得られた。

② 『リサーチャーのためのワークショップデザイン入門』を開催

参加者数 名、満足＋ほぼ満足で ％。応用編の開催希望が多かった。

③ マーケティング・リサーチ・テクノロジー展を開催

参加者数 名（出展社 社）。出展料方式を初めて行った。

④ 『マーケティング・リサーチ活用事例セミナー』の開催準備

年度 月に開催するために準備を進め、メーカー 社から協力を得られた。

８． 広報・宣伝委員会 トピックスセミナー分科会 
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１  委員会の目的

会員各社がＪＭＲＡに入会することで得られるメリットとしての情報基盤を整備し、

情報発信と情報交流を活性化させることでＪＭＲＡサイトの付加価値の向上を目指

し、業界の活性化の力になる。

２  活動の背景

① 掲載情報が更新されておらず、サイト訪問者が適切な情報を取得しにくいサイトで

あったため。

② 業界関係者のみならず会員社以外の学生、案件引き合い企業などに対しても業界を

認知してもらう必要があるため。

３  活動内容・成果

① ＪＭＲＡサイトの改修（ローンチ）

 年 月 日リリース

 申込者数：基本プラン 社、採用協賛プラン 社

 収益： 万円

② 会員各社の会員社情報のメンテナンス（データベースの整備・更新）

③ 人材募集広告の掲載の開始

９． 情報共有基盤整備委員会 

 
 

１  委員会の目的

① 業界の若手人材確保と育成

② カンファレンスのコンテンツの つとして、新卒就活生の集客を行う。

２  活動概要

① 人材不足に伴う、業界全体の若手人材の確保と育成策を検討した。

② カンファレンスのコンテンツの つとして、新卒就活生の集客のため、委員メンバ

ー各社からポスター、ちらしの配布を行った。

３  活動内容

① 業界内に人材を呼び込むための活動について意見交換

② カンファレンス当日、会場にてパンフレット封入作業、会場誘導

４  活動の成果

① 次年度の若手人材確保に対しての動画作成の概要が整った。

② カンファレンスにて、若手コンテンツ集客を担当し、 名の参加申し込み、

名の参加であった。

１０．ＨＲマネジメント委員会 人材分科会 
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１  委員会の目的

業界内の働き方改革を推進する。

２  活動概要

「働き方」には様々な側面があるが、まずは当業界の大きな共通課題である残業時間

の削減を一つの旗印として、会員社の取り組み事例を順次公開した。

３  活動内容

① 「働き方改革宣言」をＪＭＲＡホームページに掲載

② 年 月の経営業務実態調査で時間外労働実態を聴取。次年度以降も定点観測

し、有意義な情報は順次公開する。

③ 事例集の公開開始、ＪＭＲＡホームページおよびメールマガジン等に掲載した。

１１．ＨＲマネジメント委員会 働き方改革分科会 

 
 

１  委員会の目的

リサーチャー向け教育講座を再検討し、実効性のある体系を構築する。

２  活動内容

① 必要とされる講座を洗い出し。

② 教育体系図の構築。具体的には「入門⇒基礎⇒応用⇒実践」

③ 講座開催。具体的には以下の通り。

 新入社員、新人社員のためのマーケティング・リサーチ講座（ 月・ 回、 月・

回）

 調査法・統計学基礎講座（ 月・全 回）

 統計学応用講座（ ～ 月・全 回）

１２．ＨＲマネジメント委員会 教育分科会 

　リサーチャー教育体系図

新入社員
調査部門異動者

定 量
調 査

調査経験
２～３年程度

調査経験
４～５年程度

調査経験
５年以上

定 性
調 査

新入社員・新人社員のための
マーケティング・リサーチ入門講座 定性調査入門講座

定性調査基礎講座

定性調査
インタビュー実践講座

定性調査
分析力を養う実践講座

定性調査
実務に役立つ企画力養成講座

マーケティング・リサーチ基礎講座

マーケティング・リサーチ応用講座

マーケティング・リサーチ実践講座

 (Ⅰ) 調査設計から
　　 実施まで

 (Ⅰ) 予測要因分析

 (Ⅱ) データ入力・集計・
　　 統計解析・報告書作成

 (Ⅱ) 構造分析  (Ⅲ) 時系列分析

テスト・
実験調査
基礎講座

枠内の講座は、統計検定の「統計調査士」「専門統計調査士」の参照基準に対応しています

※2020 年度以降開講予定「R と R Studio を利用した定量データ分析実践講座（課題解決のためには）」

講座一覧
講　座　名

新入社員・新人社員のための
マーケティング・リサーチ入門講座

定性調査入門講座

テスト・実験調査基礎講座

定性調査基礎講座

マーケティング・
リサーチ応用講座

定性調査 実務に役立つ企画力養成講座

マーケティング・リサーチ実践講座

定性調査 インタビュー実践講座

定性調査 分析力を養う実践講座

マーケティング・
リサーチ基礎講座

開　講　日 講　座　概　要
5/22(水)・23(木)
6/12(水)・13(木)
9/  4(水)・   5(木)

9/25（水）

9/11（水）

 9/18（水）

10/ 9（水）

6 月～ 7 月

9 月～ 10 月

11 月～ 12 月

2020 年1月～2月

10 月末～ 11 月初

10/  2（水）

  9/27（金）

10/16（水）

（Ⅰ）調査設計から実施まで

（Ⅰ）予測要因分析

（Ⅱ）構造分析

（Ⅲ）時系列分析

（Ⅱ）データ入力・集計・
　  統計解析・報告書作成

新人リサーチャーを対象に、マーケティング・リサーチ
全体を俯瞰し基本を体系的に学ぶ講座です。

マーケティング・リサーチを行なうためには、定量お
よび定性調査の基本をマスターしておく必要がありま
す。本講座は「定性調査」の基本について学びます。

主に定量調査の設計、実施、データ入力、集計、報告
書作成の各プロセスの実務の基礎と、前提知識となる
基礎統計学を演習を中心に学ぶ講座です。

基礎統計学修得者を対象に統計的仮説検定（分散分析）、
多変量解析法（予測要因分析法、構造分析法）、時系列
分析を演習を通して学ぶ講座です。

商品テスト、広告テストなどのテスト調査、売場実験
などの実験調査の調査企画・設計方法とデータ解析方
法の基礎を学ぶ講座です。

定性調査に取り組むための基礎体力づくりを行います。

マーケティング目的・課題、調査目的・課題、仮説を
明確にし、習慣化できるよう学んでいきます。

インタビュアーとしてのスキルを学び活用を目指します。

定性データをどう解釈するかを学び体得を目指します。

クライアントから提示される様々なマーケティング課
題に対して適切に応えられるリサーチャーを目指して
いただくための実践講座です。

入

　門

基

　礎

応

　用

実

　践
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１  委員会の目的

① 定性調査教育体系（カリキュラム、テキスト、講座）をＪＭＲＡとしてオーソライ

ズした形で整理する。

② 定性調査を学びたい人が（クライアント含む）、学習できる環境を作る。

③ マーケティング・リサーチに関わる資格試験の導入（定量系とも同期）を検討でき

る環境を整備する（導入の検討は 年度）。

２  活動内容

① テキストのコンセプト、ターゲットの策定：定性調査に携わりたいという意志のあ

るビギナー向けに、定性調査の考え方やスキルをわかりやすく言語化し、楽しく読

めるテキストを目指す。

② テキストの章立てと主な内容の策定

③ テキストの執筆

④ 現状、 名の委員会メンバーで活動中

３  活動の成果

① 構成は、『 ．理論・企画編』、『 ．実査編』、『 ．分析編』の 部構成で進めている。

② 年 月に第 稿完成の予定

１３．ＨＲマネジメント委員会  

定性カリキュラム小委員会 

 
 

１  委員会の目的

① 会員社間における交流・協業・連携の促進

② 各社の若手リサーチャーの育成

③ リサーチ業界・周辺業界の動向・ナレッジ共有

２  活動概要

① 周年イベント開催（年に 回）、親睦イベント（年に 回）

② インナー研修（全 回講座）

③ アライアンスプレゼン（年に 回）

３  活動内容・成果

① 周年イベント：外部講師を招いてナレッジ共有、交流機会を創出

社 名を集め盛大に開催

② 親睦イベント：純粋なレクリエーション型交流イベント

社 名によるダーツ大会、食事懇親が図れた。

③ インナー研修：実際のＷｅｂ調査の実施も含めた、一連の体験型実践研修

社 名の若手リサーチャーが集っての集団研修が実現

④ アライアンスプレゼン：業界 社、周辺業界 社によるプレゼン型情報共有

回で、のべ 社強、 名以上を集客

１４．西日本コラボレーション研究会 
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１  委員会の目的

① 街頭でのストリートキャッチ方式によるＣＬＴ手法の健全な発展を図る。

② ＣＬＴに関わる事業者に共通する課題解決のための情報収集と交流を進める。

③ ＣＬＴに関する一般消費者および行政機関への理解促進と啓蒙活動を進める。

２  活動概要

① ストリートキャッチ時のユニフォーム（ビブス）着用の義務化実施（ 年 月～）

② リクルーター向け研修会の実施（ 月）

③ 首都圏エリアの道路使用許可申請関係の情報集約

３  活動内容

① ユニフォームを作成し、ＣＬＴプレート申請社向けに案内・提供済

順調に進捗しているとみられ、特段のトラブル等は報告されていない。

② ユニフォーム着用義務は継続し、１年を経過した時点で再評価を行うことを確認

③ リクルーター向け研修会は実施したが、結果的に参加者は調査会社の管理社員が大

半であった（→各社から現場への徹底を依頼）。

④ 首都圏エリアの道路使用許可関係の情報は集約され、共有化された（大阪など首都

圏以外では道路許可申請は行われていない）。

⑤ 今後の課題として、一般消費者や行政機関に向けたＰＲがより重要であることが確

認され、対策を継続的に検討することとしている。

４  活動の成果

① 目立ったトラブルは報告されていない。

② 研修会を通じ、道路使用許可等に関する法制面の理解が進んだ。

③ ＣＬＴを実施している調査会社間の情報交流が進んだ。

④ 一般消費者、行政機関等に向けたＰＲ方策は検討途上である。

１５．ＣＬＴ対策協議会 

 
 

１  活動内容

審査業務の実施（審査会実施回数： 回）

今期のプライバシーマークの新規取得、更新申請をおこなった正会員社については、

とどこおりなく書類審査および現地審査を行い、プライバシーマーク審査会に報告し、

下記の通り、可否の手続きを行った。

① 更新： 社

② 新規取得： 社

③ 合併取得： 社 合計： 社

年度のプライバシーマーク取得社は、取得社の退会により、 社となった。

１６．プライバシーマーク審査会 
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１． 協会の会務

① 定時総会 月 日

② 理事会 月 日、 月 日、 月 日、 月 日、 月 日、

月 日、 年 月 日、 月 日

③ 総務委員会 月 日、 月 日、 年 月 日

２． 他団体との活動

１  国内他団体との活動

他関連団体との情報交流を次のように行った。

① 「ＪＭＲＸ」主催の勉強会・セミナーの情報発信等を行った。

② ＪＭＲＡアニュアル・カンファレンス をＥＳＯＭＡＲと共催した。

③ ＪＭＲＡアニュアル・カンファレンス にて、 ㏌ （ＷＩＲｅ）

東京支部セッションと連携したコンテンツを発表した。

④ 大阪府人権室作成の人権ポスターの掲示・アナウンス等を会員社に向けて実施した。

⑤ 第 回全国統計大会（ 月 日）に参加し、情報収集・情報交換を行った。

２  海外他団体との活動

ＡＰＲＣ（ ）加盟国、ＧＲＢＮ（

）、ＥＳＯＭＡＲ、ＩＳＯ国際事務局との情報交流を行った。

① ドイツ・ベルリンでのＥＳＯＭＡＲ （ 月 日）

② ドイツ・ベルリンでのＩＳＯ／ＴＣ ・ＷＧ （ 月 ・ 日）

③ 台湾・台北でのＡＰＲＣ （ 月 日）

３． 事務局活動

１  個人情報保護マネジメントシステム（以下ＰＭＳ）の運用継続

プライバシーマーク指定審査機関として、プライバシーマークと同等のマネジメント

システムの運用を継続している。

Ⅲ．事務局の活動報告

 
 

２  マーケティング・リサーチに関する内外関係機関等との交流および協力

① 会員社懇親会

通常総会終了後に開催した。

日 時： 年 月 日（木）

会 場：ベルサール新宿グランド 階

参加者人数：約 名（理事、委員、事務局を含む）

② 広告界賀詞交換会

年 月 日、帝国ホテルにおいて、マーケティング関連団体 団体共催の

「広告界賀詞交換会」が 名の参加を得て、開催された。なお、当協会から、

会員社 社（ 名）が参加した。

３  第 回 経営業務実態調査の実施

① 調査期間： 年 月 日～ 月 日

② 調査方法：メールおよび郵送調査法

③ 調査対象：正会員社 社（ 年 月 日時点）

④ 回答社数： 社

⑤ 回収率： ％

４  協会発行物の作成

① 正会員社証明書・調査員証明書の発行

社 枚 発行

② 会場テスト用証明書の発行

社 枚 発行

③ 手提げ袋の販売

社 枚 発行

④ マーケティング・リサーチ綱領の配布

冊 配布

５  マーケティング・リサーチに関する苦情の処理

年度（ 年 月 日から 年 月 日の間）、マーケティング・リサーチ

に関する問い合わせ件数は 件であった。

① 問い合わせ元の内訳

 消費者団体 名

 対象者 名

 その他 名
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② 問い合わせの内容（合計 件）

 ＪＭＲＡの会員社かどうか。 件

 街頭にいるリクルーターが人を選んでいるので不快。 件

 アンケートの回答方法について教えてほしい。 件

６  会員の動向

① 正会員社

入会 社

退会 社

これにより 年 月 日現在、正会員社総数 社

② 賛助法人会員

入会 社

退会 社

これにより 年 月 日現在、賛助法人会員社総数 社

③ 賛助個人会員

入会 名

退会 名

これにより 年 月 日現在、賛助個人会員者総数 名

７  専門調査会社（正会員社）の紹介について

① 一般企業からの問合せに対し、紹介 件

② 地方自治体からの問い合わせに対し、紹介 件

８  関連官庁からのメール連絡について

正会員社宛に送信 件

≪内訳≫

① 経済産業省 件

② 総務省 件

③ 農林水産省 件

（第一号議案） 
 
 
 
 

平成３０年度（２０１８年度）

収 支 決 算 報 告 書

財 務 諸 表 等

 
 
 
 

自 平成３０年４月 １日

至 平成３１年３月３１日

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

一般社団法人 日本マーケティング・リサーチ協会

 

 



-　26　- -　27　-

貸借対照表
2019年 3月31日現在

一般会計 （単位:円）
科        目 当年度 前年度 増  減

Ⅰ　資産の部
  １．流動資産
          現金預金
          未                 収                 金

  ２．固定資産

          前          払           費           用

        流動資産合計

    (2) 特定資産
          退   職   給    付    引    当   資   産

        特定資産合計
    (3) その他固定資産

        固定資産合計

          敷                                    金

        その他固定資産合計

        資産合計
Ⅱ　負債の部
  １．流動負債

          前                 受                 金

          未                 払                 金

  ２．固定負債

          預                 り                 金

        流動負債合計

        負債合計

          退    職    給     付     引    当    金

        固定負債合計

Ⅲ　正味財産の部
  １．指定正味財産
        指定正味財産合計
  ２．一般正味財産

        負債及び正味財産合計
        正味財産合計

正味財産増減計算書
2018年 4月 1日から2019年 3月31日まで

一般会計 （単位:円）
科        目 当年度 前年度 増  減

Ⅰ　一般正味財産増減の部
  １．経常増減の部

          正   会   員    入    会    金   収   入

          正    会    員     会     費    収    入

    (1) 経常収益
        会          費           収           入

        実     施      事      業      収     入

          綱   領   普    及    啓    発   収   入

          法   人   賛    助    会    費   収   入

          個   人   賛    助    会    費   収   入

          技   術   向    上    普    及   収   入

        そ    の    他     事     業    収    入

          人   材   育    成    研    究   収   入

          調     査      研      究      収     入

          諸  機  関  交  流   ・   協  力  収  入

        雑                 収                 入

          プライ バ シ ー マ ー ク 普 及 啓 発収入

          販   売   促    進    普    及   収   入

    (2) 経常費用

          受     取      利      息      収     入

          雑                 収                 入

        実       施        事        業       費

          人                 件                 費

        経常収益計

          共                 益                 費

          光     熱      ・      水      料     費

          法       定        福        利       費

          賃                 貸                 料

          顧                 問                 料

          租          税           公           課

          通                 勤                 費

          旅       費        交        通       費

          調       査        研        究       費

          技    術    向     上     普    及    費

          綱    領    普     及     啓    発    費

          人       材        育        成       費

          販    売    促     進     普    及    費

          諸  機   関   交   流   ・   協   力  費

        そ     の      他      事      業     費

          プラ イ バ シ ー マ ー ク 普 及 啓 発 費

          会                 議                 費

          給          与           手           当

          広    報    普     及     啓    発    費

        管                 理                 費

          法       定        福        利       費

          賃                 貸                 料

          中    退    金     共     済    支    出

          通                 勤                 費

          事       務        用        品       費

          通                 信                 費

          共                 益                 費

          光     熱      ・      水      料     費

          旅       費        交        通       費

          印                 刷                 費
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          新       聞        図        書       費

          機       械        賃        借       料

          福       利        厚        生       費

          渉                 外                 費

          消          耗           品           費

          損       害        保        険       料

        積                 立                 金

          退    職    給     与     積    立    金

          手                 数                 料

          雑                                    費

        経常費用計
          評価損益等調整前当期経常増減額
          評価損益等計
          当期経常増減額
  ２．経常外増減の部
    (1) 経常外収益
        経常外収益計
    (2) 経常外費用
        経常外費用計
          当期経常外増減額
          当期一般正味財産増減額
          一般正味財産期首残高
          一般正味財産期末残高
Ⅱ　指定正味財産増減の部
          当期指定正味財産増減額
          指定正味財産期首残高
          指定正味財産期末残高
Ⅲ　正味財産期末残高

  １．事業活動収入

収支計算書
2018年 4月 1日から2019年 3月31日まで

一般会計 （単位:円）
科        目 予算額 決算額 差  異

        会          費           収           入

          正   会   員    入    会    金   収   入

Ⅰ　事業活動収支の部

          個  人  賛  助  会   員   会  費  収  入

        実     施      事      業      収     入

          正    会    員     会     費    収    入

          法  人  賛  助  会   員   会  費  収  入

          調     査      研      究      収     入

          技   術   向    上    普    及   収   入

          綱   領   普    及    啓    発   収   入

          人    材    育     成     研    究    収

          販   売   促    進    普    及   収   入

          諸  機  関  交  流   ・   協  力  収  入

        そ    の    他     事     業    収    入

          プライ バ シ ー マ ー ク 普 及 啓 発収入

          雑                 収                 入

        事業活動収入計

        雑                 収                 入

          受     取      利      息      収     入

        実       施        事        業       費

          人                 件                 費

  ２．事業活動支出

          共                 益                 費

          光     熱      ・      水      料     費

          法       定        福        利       費

          賃                 借                 料

          顧                 問                 料

          租          税           公           課

          通                 勤                 費

          旅       費        交        通       費

          調       査        研        究       費

          技    術    向     上     普    及    費

          綱    領    普     及     啓    発    費

          人    材    育     成     研    究    費

          販    売    促     進     普    及    費

          諸  機   関   交   流   ・   協   力  費

        そ     の      他      事      業     費

          プラ イ バ シ ー マ ー ク 普 及 啓 発 費

          会                 議                 費

          給          与           手           当

          広    報    普     及     啓    発    費

        管                 理                 費

          法       定        福        利       費

          賃                 借                 料

          中    退    金     共     済    支    出

          通                 勤                 費

          事       務        用        品       費

          通                 信                 費

          共                 益                 費

          光     熱      ・      水      料     費

          新       聞        図        書       費

          旅       費        交        通       費

          印                 刷                 費
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          機       械        賃        借       料

          福       利        厚        生       費

          渉                 外                 費

          消          耗           品           費

          損       害        保        険       料

        積                 立                 金

          退    職    給     与     積    立    金

          手                 数                 料

          雑                                    費

        事業活動支出計
          事業活動収支差額
Ⅱ　投資活動収支の部
  １．投資活動収入
        投資活動収入計
  ２．投資活動支出
        投資活動支出計
          投資活動収支差額
Ⅲ　財務活動収支の部
  １．財務活動収入
        財務活動収入計
  ２．財務活動支出
        財務活動支出計
          財務活動収支差額
        当期収支差額
        前期繰越収支差額
        次期繰越収支差額

　　　　　     収支計算書に対する注記

１．重要な会計方針

（１）資金の範囲について

　　 資金の範囲には、流動資産に属する科目のうち、貯蔵品を除いたものおよび、

　　 流動負債に属する全ての科目を含む。

２．次期繰越収支差額の内容は次のとおり。

（単位：円）

　 科　　　　　　　　　目 　前　 期　 末　 残　 高 　当　 期　 末　 残　 高

 現　　　金　　　預　　　金

 未　　 　   収　  　　  金

 貯　　　　　蔵　　　　　品

 前　　　払　　　費　　　用

 仮　　　　　払　　　　　金

　  合　　　　　　　　計

 未　　　　　払　　　　　金

 前　　　　　受　　　　　金

 預　　　　　り　　　　　金

 仮　　　　　受　　　　　金

    合                計

  次 期 繰 越 収 支 差 額



-　32　- -　33　-

財産目録
2019年 3月31日現在

一般会計 （単位:円）
貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金        額

  (流動資産)
現金 手元保管 運転資金として
預金 普通預金

  みずほ銀行
  三菱UFJ銀行
  三菱UFJ信託銀行
定期預金
  みずほ銀行
  三菱UFJ銀行

未収金
  未収金
前払費用
  前払費用

   流動資産合計
  (固定資産)
    特定資産

退職給付引当資産
  退職給付引当資産

  (一般)
    その他固定資産

     資産合計
  (流動負債)

敷金
   固定資産合計

前受金
  前受金
預り金
  社会保険料健康保

  険料厚生年金
  住民・所得税
  講演・原稿料

   流動負債合計
  (固定負債)

退職給付引当金
  退職給付引当金

   固定負債合計
     負債合計
     正味財産

製品 開始年月日 終了年月日 リース料総額 年間支払額 期末残高

コピーＦＡＸ機

　　　支給額を計上している。他の引当給付金は、支出時の不足額を見積もり、各期

　　　　　     財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　該当資産はない。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　個別原価法による。ただし、当期該当資産はない。

（３）固定資産の減価償却の方法

　　　該当資産はない。

（４）引当給付金の計上基準

　　　退職金給付引当金は、事務局職員について協会都合による退社の場合の期末要

　　　の負担額を計上している。

（５）リース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス

　　　リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

　　　ている。

　　　・リース物件の取得価額相当額、及び期末残高相当額

（６）消費税等の会計処理

　　　消費税は、原則消費税課税。会計処理は税込方式をとっている。

　　　特記すべき事項はない。

２.会計方針の変更

　　　2007年度より新公益法人会計基準を採用。今年度は、変更なし。
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前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

退職金給付積立金

合計

４.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　該当資産はない。

３.特定資産の増減及びその残高

　　　特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

特定資産

科目
一般社団法人  日本ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ･ﾘｻｰﾁ協会

会    長  　内　田　　俊　一  　殿

監  事       印

監  事 　打　田　　光　代        印

  私たちは、平成３０（２０１８）年４月１日から平成３１（２０１９）年

３月３１日までの平成３０（２０１８）年度における会計及び業務監査を行い、

次のとおり報告いたします。

１．収支計算書，正味財産増減計算書，貸借対照表及び財産目録は、会計

    帳簿の記載金額と一致し、法人の収支及び財産の状況を正しく示して

　　いると認める。

２．事業報告書の内容は、真実であると認める。

監  査  報  告  書

   令和元年（２０１９）年５月      日   

一般社団法人  日本ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ･ﾘｻｰﾁ協会

　牧田　孝

　鈴木　文雄
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令和元年度（２０１９年度）

事 業 計 画 書
 
 
 
 
 
 
 

自 平成３１年４月 １日

至 令和 ２年３月３１日

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

一般社団法人 日本マーケティング・リサーチ協会
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令和元年度（２０１９年度） 事業計画書

目次

 活動方針

 協会の会務

 委員会活動計画

１．コンプライアンス委員会

２．ＩＳＯ／ＴＣ 国内委員会 兼

マーケティング・リサーチ規格認証協議会

３．公的統計基盤整備委員会

４．リサーチ・イノベーション委員会

（旧ビッグデータ分析研究会）

５．カンファレンス委員会

６．インターネット調査品質委員会

７．広報・宣伝委員会 ウェブ・メルマガ分科会

８．広報・宣伝委員会 トピックスセミナー分科会

９．情報共有基盤整備委員会

１０．ＨＲマネジメント委員会 人材分科会

１１．ＨＲマネジメント委員会 働き方改革分科会

１２．ＨＲマネジメント委員会 教育分科会

１３．ＨＲマネジメント委員会 定性カリキュラム小委員会

１４．西日本コラボレーション研究会

１５．ＣＬＴ対策協議会

１６．プライバシーマーク審査会

 業界関連および会員支援活動等

 

 
 

 
 

 
 
基本的な活動方針は、これまでのものを継続する。 
データや情報が不足していた時代、それらを収集するにはノウハウが必要であり、かつ

決して安いものではなかった。このような環境の中で我々の業界は生まれ発展してきた。

今日、多くの無料のデータを含め、情報は溢れている。激変した環境に適応するため、科

学やテクノロジーを最大限に利用できるスキルを身に付けることは当然として、利用する

我々のマインドシフトが今、最も必要なのだと思う。 
 
１  引き続き、「最もセクシーな業界」を目指す。 

 
２  ＪＭＲＡ会員であることは、個人情報を守り、より良い社会の実現に資することを

社会へ約束する証である。この広報活動として、タグライン「あなたの中に未来が

ある。」の普及を今後更に進めるとともに、世界的な個人情報保護法制定の動きに対

し、コンプライアンス委員会、ＩＳＯ／ＴＣ 国内委員会 兼 マーケティング・リ

サーチ規格認証協議会が各種取り組みを行う。

３  会員社同士のシェアリングエコノミー推進のため、会員社や業界の情報共有基盤の

整備が進んでいる。 年度は具体的に利用方法などについてお知らせする。

４  業界の認知向上および活性化を目指し、各種イベントへの大学生誘致と異業種・近

隣団体との協業が成果を見せ始めている。 年度は更なる広がりを推進する。

５  各種委員会活動の成果発表の場でもあるカンファレンスで、最新リサーチ手法の紹

介とともにこれからの委員会の活動計画についてもご報告する。更なる詳細はホー

ムページにてご確認いただき、若手の方の委員会への積極的な参加を後押ししてい

ただきたい。

Ⅰ．活動方針
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１  定時総会、理事会、総務委員会の開催

定時総会、理事会、総務委員会を以下の通り開催する。 
① 定時総会 月 日

② 理事会 月 日、 月、 月、 月、 年 月

③ 総務委員会 月、 月、 月、 月、 年 月、 月、 月

２  各種交流会・懇親会の開催

① 総会懇親会

② トピックスセミナー

Ⅱ．協会の会務

 
 

１  委員会の目的

① 法律改定や調査環境の変化に伴い、法務ハンドブックの修正、追加を行う。

② 法務ハンドブックⅣ発行後、重点改定項目の説明および販売方法についてのセミナ

ーを開催する。

２  活動背景

調査機関のスタッフはもとより、調査員（リクルーター含む）への教育・理解促進と

基本対応指針が求められている。

３  活動内容

① 法務ハンドブックⅣ ＦＯＲＭ作成

② セミナー講師の派遣

４  活動目標

① 得意先からの問い合わせ対応のための法的説明資料とする。

② 会員社の責任によるトラブルの根絶

Ⅲ．委員会活動計画

１． コンプライアンス委員会 
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１  委員会の目的

① 日本を代表し、「市場・世論・社会調査及びインサイト・データ分析」の品質管理

に関する国際規格を所管するＩＳＯ／ＴＣ の活動に参画する。

② リサーチユーザー、調査会社、審査機関、所管官庁とともに、ＩＳＯ の認証

スキームオーナーとして同規格の普及促進に努める。

③ ＥＵのＧＤＰＲなど国際的な各種規制に関する情報収集と整理を行い、関連する委

員会に対策等を提言する。

２  活動背景

① 調査市場のグローバル化に伴い、国際的な品質管理基準の維持と発展に関する顧客

ニーズが高まっている。

② 公的統計分野でも適切な「プロセス管理」の必要性が強く指摘されており、民間開

放の機運が従来以上に高まっている。

③ 国際的に個人情報保護への要請と規制が強まっており、グローバル・スタンダード

を意識した体系的な対策と取り組みが求められている。

３  活動内容

① 引き続きＩＳＯ／ＴＣ 国際会議に参画し、日本の意見を反映させる。

② ＩＳＯ の、よりいっそうの普及促進（認証取得 社以上を目指す。）

③ ＩＳＯ のＪＩＳ化に伴う広報・ＰＲの強化（セミナー・勉強会等の実施）

④ 公的統計分野での、よりいっそうの認知向上・活用促進（入札条件への組込み）

⑤ 公的統計分野での民間アクセスパネル活用働きかけ（ＩＳＯ認証区分「Ｒ」のＰＲ）

４  活動目標

① グローバル・スタンダードに即した品質管理基準の普及と徹底

② ＪＭＲＡ会員社の社会的地位向上と調査参加者に対する「安心・信頼」感の醸成

③ ＪＭＲＡ会員社の責任によるトラブル等の未然防止

２． ＩＳＯ／ＴＣ225国内委員会 兼  

マーケティング・リサーチ規格認証協議会 

 
 

１  委員会の目的

① 公的統計市場の動向を的確に捉え、公的統計における民間活用の実態と官民双方の

要求を明らかにし、その情報をもとに官民の相互理解に資する活動を行う。

② 公的統計の諸問題に対し、統計調査の受け皿となる民間調査会社の代表として真摯

に向き合い、継続的な統計の質確保と公的統計市場の発展に繋がる活動を行う。

③ これらの活動を通じて、さらなる公的統計市場の拡大と受け皿となる民間調査会社

から見て魅力ある市場への形成に寄与する。

２  活動内容

① 月例会の開催（全体会議、幹事会、小委員会）

② 関係各府省統計主管部署、統計委員会への表敬訪問

③ 基調講演の企画・開催（年 回）

④ 「調査インフラ等に関する実態調査」等の企画・実施

⑤ 統計調査（統計データ集計・加工等を含む）における民間事業者の活用情報の整備

⑥ 府省主催の意見交換会・統計制度改正に関するパブリックコメントへの対応

⑦ 総務省統計委員会・官民競争入札等監理委員会等の傍聴

⑧ 「統計調査における民間事業者の活用に係るガイドライン」の内容理解と注意事項

等の作成

⑨ 統計の諸問題の解消と公的統計市場の拡大に資する活動の検討

⑩ 正確な統計データの作成への協力

⑪ 『公的統計市場に関する年次レポート 』（報告書）の作成

３  活動の展望

① 国の公的統計整備に関する基本計画（第Ⅲ期基本計画）において、データの利活用

推進が主要施策に掲げられており、その結果、府省への表敬訪問でも、統計データ

の集計・加工等に関する委託の相談も増えている。

② このような府省の動向を考慮し、今後は業界団体として、府省へのデータの利活用

に関する提言等を行っていく必要があると考える。

③ また、地方公共団体は、部分的な民間活用にとどまり、調査事業全体での活用は実

施されていない。

④ より一層の公的統計市場の拡大を目指すため、地方公共団体の統計調査の市場化に

取り組むとともに、府省で培ってきた統計の質確保の取り組みを地方公共団体業務

に浸透させていく。

３． 公的統計基盤整備委員会 
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１  委員会の目的

① マーケティング・リサーチ事業におけるビッグデータ・ＡＩ技術等の取り込み促進

② 先進技術に対応した人材育成構想・若手社員向け研修の具体化

③ マーケティング・リサーチ会社の経営層に向けた新技術の啓発

④ 先進技術を活用したリサーチ関連技術の効率化、顧客提案への展開方法の探索

２  活動背景

① 年度に続き、ビッグデータ・ＡＩ技術への市場調査会社の取り組み状況を把

握する。

② まず、はじめに取り組むべきことはなにか、先進事例から学ぶ必要性がある。

３  活動内容

① セミナー実施の計画と推進

② 次世代リサーチャー育成プログラムの開発と実施

③ ハンズオン研修の実施

４． リサーチ・イノベーション委員会  

（旧ビッグデータ分析研究会） 

 
 

１  活動内容

ＪＭＲＡ Ａｎｎｕａｌ Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ の開催

① 日程 年 月 日（火）

② 会場 ベルサール渋谷ファースト

③ テーマ Ｃｒｅａｔｅ ａ Ｎｅｗ Ｆｒａｍｅ ～ 次の“ワクワク”を創る ～

④ 方針 「これからの人材獲得・確保へ向けた業界アピールの場」

⑤ 参加者数見込み 名 （リサーチ会社： ％、メーカー： ％、学生： ％）

⑥ コンテンツ

 基調講演：「マーケティング・リサーチ」をマーケティングするには！？

株式会社ＺＯＺＯ 田端 信太郎 氏

 特別講演：全数系ビッグデータで切り拓く、新しいリサーチの可能性

株式会社ＮＴＴドコモ 関口 智樹 氏、

株式会社インテージ 中野 暁 氏

 学生向け：ワクワクするマーケティング・リサーチの魅力

立教大学 佐々木教授、花王、電通、インテージヘルスケア、

クロス・マーケティング、マーケティング アンド アソシェイツ 他

５． カンファレンス委員会 
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１  委員会の目的

① インターネット調査品質ガイドラインの改定

② 外部に向けた情報発信の実行

③ モニターとの信頼感・親近感の強化

２  活動背景

① 現在のインターネット調査品質ガイドラインは概念的なものであり、あまり活用さ

れていない。

② インターネット調査の調査環境が悪化していることが、まだまだクライアントに浸

透していない。

③ 悪質なアンケート業者の出現により、新たにモニターに登録することが不信感を与

えており、募集が困難になりつつある。

３  活動内容

① 回答しやすい調査票へと改善することによって、回答品質が向上するという実証デ

ータを収集する。

 調査票改善による効果検証調査

質問文の長さ、選択肢数、マトリクスのサイズが異なる つの調査の比較実験

を行い、コンパクトな調査票が高品質な回答データが得られるという実証デー

タを収集し、ＪＭＲＡ加盟各社が共有できるようにする。

② 現在のガイドラインに不足している具体事例を追加していく。

③ これまでの委員会で収集してきた各社モニターの回答デバイス比率やアクティブ

率、満足度を収集し、時系列データとして整備する。

④ 現在登録しているモニターや、これから登録しようとする新規モニターに対して、

ＪＭＲＡに登録している調査会社が安心・信頼できるものであることを周知する。

 ＪＭＲＡホームページからの情報発信

委員会での活動をＪＭＲＡホームページ内にて映像コンテンツとして作成した

り、レポートや検証調査のデータを順次ダウンロードできるようにしていく。

４  活動目標

① リサーチャーが実際に調査票を設計する際に参考となるようなガイドラインへと

改定していく。

② 委員会での研究成果を学会で発表したり、外部の有識者やクライアントとともに回

６． インターネット調査品質委員会 

 
 

答品質の向上に資する調査票設計の共同研究を行う。

 外部団体との共同研究

スマートフォンで回答することを前提とした調査設計を行い、今後の委員会活

動を通じて、調査の詳細を発表できる実践的なマーケティング・リサーチの事

例づくりを行う。

 研究成果公表用資料の作成

委員会活動を通じた研究成果の周知や啓蒙活動を行っていくために必要となる

配布資料を制作する。

③ インターネット調査のフィールドの現状を引き続きモニタリングしていく。

 モニター満足度調査の画面作成

ネットリサーチモニターの満足度を把握して、マーケティング・リサーチ業界

の事業継続性を測る上での重要な指標を収集する。

④ ＪＭＲＡに加盟していることがモニターに対して安心感を与えられるような施策

を検討する。
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１  委員会の目的

① 情報発信を軸とした業界の認知向上、賛助会員の増加

② インターネットを通じた情報の共有化

③ 学生向けコンテンツのさらなる拡充

２  活動背景

① 賛助法人会員、賛助個人会員が近年減少しているため。

② 最新リサーチ動向の会員社同士の情報共有を密に行う。

③ メルマガ会員数の伸び率が低い、学生への周知が不足している。

３  活動内容

① Ｗｅｂを中心としたＪＭＲＡ活動の積極的な情報発信

② 上記を周知させるためのメールマガジン発行

③ メルマガ会員増加のための新たなチャネルの開拓

④ メルマガ会員登録を促すためのメリット創出

４  活動目標

① Ｗｅｂを中心とした情報発信（他委員会等からの要望受付と検討）

② メールマガジン類の発行（月 回）

③ メルマガ会員増加

④ 賛助会員増加

７． 広報・宣伝委員会 ウェブ・メルマガ分科会 

 
 

１  委員会の目的

① リサーチャーサイドだけでなく、クライアントサイドも巻き込み、オープンイノベ

ーションを推進。クライアント企業と価値を共創する信頼関係の基盤をつくる。

② 様々な企業など、リサーチ業界外のプレイヤーも巻き込み連携する。

③ リサーチ業界の人材をレベルアップし、多様な専門性を持つ異才の集まりを実現す

る。

２  活動背景

マーケティング・リサーチ産業ビジョン実現に貢献する。

３  活動内容

① Ｔｅｃｈ系コンテンツの作成、セミナー等の実施

② リサーチ活用事例コンテンツの作成、セミナー等の実施

③ アカデミック系コンテンツの作成、セミナー等の実施

④ ヒューマンスキル系コンテンツの作成、セミナー等の実施

４  活動目標

① ～ 月に、マーケティング・リサーチ・テクノロジー展の第 回を実施

出展企業 社以上を目指す。

② 月に、クライアントを登壇者として『マーケティング・リサーチ活用事例セミナ

ー』を実施

③ アカデミーとの連携を強化。学会発表などの共有

④ 若手向けのリサーチスキルでないヒューマンスキル系セミナーの実施

８． 広報・宣伝委員会 トピックスセミナー分科会 
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１  委員会の目的

会員各社がＪＭＲＡに入会することで得られるメリットとしての情報基盤を整備し、

情報発信と情報交流を活性化させることでＪＭＲＡサイトの付加価値の向上を目指

し業界の活性化の力になる。

２  活動背景

昨年スコープ外だったグローバルサイト対応と、会員社増加、協賛企業増加を目的と

した追加開発の実施

３  活動内容

① シェアリング情報一覧等データベース改修

② グローバルサイト構築

③ 会員各社の会員社情報のメンテナンス（データベースの整備）

４  活動目標

① シェアリング情報 課金開始 目標： 万円

② グローバルサイト 課金開始 目標： 万円

③ 年度 採用協賛プラン 目標： 万円

９． 情報共有基盤整備委員会 

 
 

１  委員会の目的

① 業界の若手人材確保と育成

② 広報活動として、動画を作成。ＪＭＲＡのホームページや会員社での活用ツールと

する。

２  活動背景

① 人材不足に伴う、業界全体の若手人材確保と育成のため

② 業界を広く周知するためのツールが必要

３  活動内容

業界ＰＲ、若手人材確保ための動画を作成

４  活動目標

作成した動画を会員社等に広く活用してもらう。

１０．ＨＲマネジメント委員会 人材分科会 
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１  活動背景

働き方自体が人材求心力に直結する時代であり、個社単位の努力だけでは限界があり、

業界全体で働き方改革を推進する。

２  活動内容

① 「働き方」には様々な側面があるが、まずは当業界の大きな共通課題である残業時

間の削減を一つの旗印として、会員社の取り組みを順次公開していく。

② 経営業務実態調査の時間外労働実態項目において経年変化を確認し、有意義な情報

は順次公開する。

③ 事例集の公開、ＪＭＲＡホームページおよびメールマガジン等に掲載する。

３  活動目標

① 会員各社の働き方改革を促進することにより、労働人口が不足していく未来におい

ても発展し続けていける強い人材求心力を有する業界を目指す。

② 事例集掲載会社の拡大、業界全体で働き方改革に取り組んでいること、およびその

成果に関する認知の習得

③ 経営業務実態調査での時間外労働実態スコアが改善されていること

１１．ＨＲマネジメント委員会 働き方改革分科会 

 
 

１  委員会の目的

前年度の実績を踏まえ、教育講座の内容をより充実させる。

① 求められる調査法、統計学、マーケティングの知識をレベルに応じて身につけさせ

る。

② 受講しやすい日程、価格で提供する。

２  活動内容

① 前年度に構築した教育体系図「入門⇒基礎⇒応用⇒実践」にならう。

ただし、「実践講座」の実施については、今後も要検討とする。

② 入門、基礎、応用の各講座は前年通り実施する。

内容はブラッシュアップする。

③ オリジナルテキストの編纂および出版の準備に着手する。

１２．ＨＲマネジメント委員会 教育分科会 

　リサーチャー教育体系図

新入社員
調査部門異動者

定 量
調 査

調査経験
２～３年程度

調査経験
４～５年程度

調査経験
５年以上

定 性
調 査

新入社員・新人社員のための
マーケティング・リサーチ入門講座 定性調査入門講座

定性調査基礎講座

定性調査
インタビュー実践講座

定性調査
分析力を養う実践講座

定性調査
実務に役立つ企画力養成講座

マーケティング・リサーチ基礎講座

マーケティング・リサーチ応用講座

マーケティング・リサーチ実践講座

 (Ⅰ) 調査設計から
　　 実施まで

 (Ⅰ) 予測要因分析

 (Ⅱ) データ入力・集計・
　　 統計解析・報告書作成

 (Ⅱ) 構造分析  (Ⅲ) 時系列分析

テスト・
実験調査
基礎講座

枠内の講座は、統計検定の「統計調査士」「専門統計調査士」の参照基準に対応しています

※2020 年度以降開講予定「R と R Studio を利用した定量データ分析実践講座（課題解決のためには）」

講座一覧
講　座　名

新入社員・新人社員のための
マーケティング・リサーチ入門講座

定性調査入門講座

テスト・実験調査基礎講座

定性調査基礎講座

マーケティング・
リサーチ応用講座

定性調査 実務に役立つ企画力養成講座

マーケティング・リサーチ実践講座

定性調査 インタビュー実践講座

定性調査 分析力を養う実践講座

マーケティング・
リサーチ基礎講座

開　講　日 講　座　概　要
5/22(水)・23(木)
6/12(水)・13(木)
9/  4(水)・   5(木)

9/25（水）

9/11（水）

 9/18（水）

10/ 9（水）

6 月～ 7 月

9 月～ 10 月

11 月～ 12 月

2020 年1月～2月

10 月末～ 11 月初

10/  2（水）

  9/27（金）

10/16（水）

（Ⅰ）調査設計から実施まで

（Ⅰ）予測要因分析

（Ⅱ）構造分析

（Ⅲ）時系列分析

（Ⅱ）データ入力・集計・
　  統計解析・報告書作成

新人リサーチャーを対象に、マーケティング・リサーチ
全体を俯瞰し基本を体系的に学ぶ講座です。

マーケティング・リサーチを行なうためには、定量お
よび定性調査の基本をマスターしておく必要がありま
す。本講座は「定性調査」の基本について学びます。

主に定量調査の設計、実施、データ入力、集計、報告
書作成の各プロセスの実務の基礎と、前提知識となる
基礎統計学を演習を中心に学ぶ講座です。

基礎統計学修得者を対象に統計的仮説検定（分散分析）、
多変量解析法（予測要因分析法、構造分析法）、時系列
分析を演習を通して学ぶ講座です。

商品テスト、広告テストなどのテスト調査、売場実験
などの実験調査の調査企画・設計方法とデータ解析方
法の基礎を学ぶ講座です。

定性調査に取り組むための基礎体力づくりを行います。

マーケティング目的・課題、調査目的・課題、仮説を
明確にし、習慣化できるよう学んでいきます。

インタビュアーとしてのスキルを学び活用を目指します。

定性データをどう解釈するかを学び体得を目指します。

クライアントから提示される様々なマーケティング課
題に対して適切に応えられるリサーチャーを目指して
いただくための実践講座です。

入

　門

基

　礎

応

　用

実

　践
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１  委員会の目的

① 定性調査教育体系（カリキュラム、テキスト、講座）をＪＭＲＡとしてオーソライ

ズした形で整理する。

② 定性調査を学びたい人が（クライアント含む）、学習できる環境を作る。

③ 将来的な資格制度導入を視野に入れた環境整備

２  活動内容

① テキストのブラッシュアップ

② 新教育体系に沿った定性調査の講座カリキュラムの構築

③ テキストを使った 年度定性調査セミナーのサポート

３  活動目標

① テキストの出版に向けた原稿完成

② 新カリキュラムの完成

１３．ＨＲマネジメント委員会  

定性カリキュラム小委員会 

 
 

１  委員会の目的

① 会員社間における交流・協業・連携の促進

② 各社の若手リサーチャーの育成

③ リサーチ業界・周辺業界の動向・ナレッジ共有

２  活動背景

① 競合として閉鎖的になるよりも、共同体としての連携を優先

② 各社、各支社の限られたリソースでの研修は負担が大きく、相互扶助で育成

③ 東京でのＪＭＲＡセミナーへの参加は費用負担でハードルが高く、大阪に居ながら

にして、情報共有する場を提供する。

３  活動内容

① 各種イベントを通じて、交流・協業・連携を強化する。

② 各社のベテラン社員・中堅社員による、各社の若手育成プラットフォームを作成

③ オリジナリティのあるテーマで各社の情報ニーズにこたえる。

４  活動目標

① 周年イベント（年に 回）、親睦イベント（年に ～ 回）開催

② インナー研修（全 ～ 回講座の運営）開催

③ アライアンスプレゼン（年に ～ 回）開催

１４．西日本コラボレーション研究会 
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１  委員会の目的

① 街頭でのストリートキャッチ方式によるＣＬＴ手法の健全な発展を図る。

② ＣＬＴに関わる事業者に共通する課題解決のための情報収集と交流を進める。

③ ＣＬＴに関する一般消費者および行政機関への理解促進と啓蒙活動を進める。

２  活動背景

① 顧客ニーズに継続的に応えるため、存続が懸念されるストリートキャッチ方式のル

ール徹底が求められている。

② ＣＬＴを実施する調査機関はもとより、リクルータへの教育・啓蒙活動による理解

促進と基本施策の徹底が重要である。

③ 調査協力者となる一般消費者や、警察を含む行政機関の理解を獲得するため、非会

員企業との明確な（わかりやすい）差別化要素の確立が求められている。

３  活動内容

① 協議会参加社間の情報交流の継続、トラブル発生時の対処と対策共有化

② ＣＬＴ実施時のプレート・ユニフォーム着用、適切な依頼活動の徹底

③ リクルータ／管理社員への教育徹底を進めるための研修会等を適宜実施

④ リクルータを対象とした「研修ビデオ＋簡易テスト」の制作検討

⑤ ユニフォーム義務化１周年（ 月をめど）の時点で施策評価と次期方針を協議

⑥ 警察を含む行政機関、商店街等へのＰＲ活動を継続

⑦ 一般消費者・ＣＬＴ参加者への啓蒙のため、協会サイトを通じた情報発信を検討

⑧ 一般貸会場オーナー様へのＪＭＲＡルール説明、協力依頼を推進

⑨ クライアントに対する「街頭リクルート実施可能」ＰＲ（特に渋谷）

⑩ プレリクルート方式の品質管理に関する実態把握と課題の抽出

⑪ 調査員マニュアル、ＣＬＴガイドラインの見直し・検討

⑫ その他、ＣＬＴ手法を発展させるために必要と考えられる対策への取り組み

４  活動目標

① ストリートキャッチ方式によるＣＬＴ手法の安定的継続

② ＪＭＲＡ会員社の責任によるトラブルの根絶

③ 「いざ」という時に機敏に対処できるＪＭＲＡ／会員社側の体制整備

１５．ＣＬＴ対策協議会 

 
 

１  活動内容

① 審査の更なる品質向上を目的とし、審査業務部、審査員体制の強化を推進する。

② 指定審査機関としてのＰＭＳを運用

プライバシーマーク指定審査機関として、プライバシーマークと同等のＰＭＳの運

用を実施する。

③ 個人情報保護法、ＪＩＳ規格改正への取り組み

個人情報保護法、ＪＩＳ規格の改定に伴い、関する最新情報を入手し、審査会とし

ての対応を遂行する。

１６．プライバシーマーク審査会 
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１  ＪＭＲＡ広報活動の推進

業界の認知度アップのための広報活動

① メールマガジン登録者数の拡大

② 関連団体フォーラムへの展示参加

２  ＪＭＲＡサービスの充実

① 正会員社調査員身分証明書／会場テスト用証明書の発行

② 関連官庁からの各種サポートメールの送信

③ ＪＭＲＡ所蔵図書・資料の閲覧サービス

３  他団体との関係強化による交流の促進（国内外）

① 官庁、関連団体、学会との情報交流

② ＡＰＲＣ（ ）、ＧＲＢＮ（

）加盟国との情報交流

③ ＥＳＯＭＡＲ他海外の関連団体の情報交換

ＥＳＯＭＡＲ ＡＰＡＣへの参加

④ ＩＳＯ国際事務局との情報交換

４  調査対象者、リサーチユーザーに向けた取り組み

① マーケティング・リサーチに関する苦情の処理

② 一般企業への「専門調査会社紹介」サービス

５  ＪＭＲＡ運営関連業務の強化

① 事務局内ＰＭＳの運用

② 委員会・セミナー開催に関する事務局業務

③ カンファレンス開催関連業務

④ 経営業務実態調査の実施

⑤ 統計検定試験の代理受付

Ⅳ．業界関連および会員支援活動等

 
 

６  会員社数の増加の促進

年度 月末 年度 月末 年度拡大目標

正会員社 １２０社 １１８社 １２５社（７社増）

賛助会員（法人） ８８社 ８５社 ９０社（５社増）

賛助会員（個人） １０６人 １０７人 １１０人（３人増）
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令和元年度（２０１９年度）

収 支 予 算 書
 
 
 
 
 
 
 

自 平成３１年４月 １日

至 令和 ２年３月３１日

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

一般社団法人 日本マーケティング・リサーチ協会
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収　　                 入　                 　の　                   部

科                      目 予 算 額 前 年 度 予 算 案 増 減

▲ 230,000

▲ 500,000

当  期  収  入  合 計（Ａ）

前  期  繰  越 収 支 差 額

収   入    合    計  （Ｂ）

綱 領 普 及 啓 発 収 入

会 費 収 入

正 会 員 入 会 金 収 入

正 会 員 会 費 収 入

法 人 賛 助 会 員 会 費 収 入

個 人 賛 助 会 員 会 費 収 入

実 施 事 業 等 収 入

人 材 育 成 研 究 収 入

調 査 研 究 収 入

技 術 向 上 普 及 収 入

そ の 他 事 業 収 入

ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰﾏｰｸ普及啓発収入

販 売 促 進 普 及 収 入

諸 機 関 交 流 ・ 協 力 収 入

雑 収 入

受 取 利 息 収 入

雑 収 入

収支予算書（案）
令和元年度(２０１９年度)

自　　平成３１年４月　１日

至　　令和　２年３月３１日

支　　                 出　                 　の　                   部

科                      目 予 算 額 前 年 度 予 算 案 増 減

▲ 2,390,000

▲ 200,000

▲ 74,000

▲ 1,100,000

人          件          費

法 定 福 利 費

顧 問 料

実 施 事 業 費

賃 借 料

共 益 費

光 熱 ・ 水 料 費

通 勤 費

旅 費 交 通 費

租 税 公 課

綱 領 普 及 啓 発 費

人  材  育  成  研  究  費

調 査 研 究 費

技  術  向  上  普  及  費

そ の 他 事 業 費

ﾌﾟﾗｲﾊﾞ ｼ ｰ ﾏ ｰ ｸ普及啓発費

販 売 促 進 普 及 費

諸 機 関 交 流 ・ 協 力 費

広 報 普 及 啓 発 費
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予 算 額 前 年 度 予 算 案 増 減

▲ 160,000

▲ 100,000

▲ 40,000

▲ 250,000

▲ 50,000

当  期  支  出  合  計(Ｃ）

当 期 収 支 差額(Ａ)－(Ｃ）

次期繰越収支差額(Ｂ)－(Ｃ）

管 理 費

科 目

事 務 用 品 費

通 信 費

旅 費 交 通 費

印 刷 費

会 議 費

給 与 手 当

中 退 金 共 済 支 出

通 勤 費

法 定 福 利 費

賃 借 料

手 数 料

雑 費

積 立 金

退 職 給 与 積 立 金

新 聞 図 書 費

機 械 賃 借 料

消 耗 品 費

損 害 保 険 料

福 利 厚 生 費

渉 外 費

共 益 費

光 熱 ・ 水 料 費


